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から 20 年間は継続的な体力の向上傾向が示され，1980 年代中頃にピークを迎えたとされて
















































及び MKS 幼児運動能力検査注 7）を用いて，1966（昭和 41）年からほぼ 10 年間隔で全国的
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な調査が実施されている．それによれば，1966（昭和 41）年から 1986（昭和 61）年にかけ











における時代推移と発達促進のための実践的介入．平成 20-22 年度 文部科学研究費補助金(基盤
研究Ｂ)研究成果報告書．p.12 より引用（一部改変）． 
 
また神奈川県教育委員会（2006）では，1986（昭和 61）年から 2006（平成 18）年の間に
MKS 幼児運動能力検査の一部（25m 走・立ち幅とび・ボール投げ・両足連続とび越し）の






































































































































変化として捉えられ，その内，第一の変化は 1955（昭和 30）年から 1975（昭和 50）年頃に
かけて生じたとされている．この頃は，ラジオ及びテレビといった電子メディアが一般家庭
に普及した頃と重なり，子どもの外遊び時間は男子で 3.2 時間から 1.8 時間へ，女子で 2.3
時間から 1.0 時間へとほぼ半減し，室内遊び時間を大きく下回るようになった（仙田，2009）．
電子メディアは子どもたちの放課後や休日の自由時間における恰好の受け皿となり，1967




小学生の外遊び時間は，1975（昭和 50）年から 1995（平成 7）年の 20 年間にかけて 1.5 時
19 
 
間から 0.6 時間へと約 1/3 に減少し（仙田ほか，1998），2008（平成 20）年から 2013（平成
25）年にかけては約14分から11分にまで落ち込んでいる（ベネッセ教育総合研究所，2013）．
就学前の子どもについても「4 割を超える幼児の外遊びの時間が 1 日 1 時間（60 分）未満」








川・田畑など自然環境の多い場所で遊ぶ子どもの割合も，30 歳以上の男性で 6 割以上，女

























笹川スポーツ財団（2016）による 4～9 歳を対象とした調査によると，中頻度群（週 3 回
以上 7 回未満）及び高頻度群（週 7 回以上）が減少し，非実施群及び低頻度群（年 1 回以上












1 日あたりの総運動時間が 60 分未満である子どもの割合が最も高かった一方で，2 時間



















したことにより「1 週間の総運動時間が 60 分に満たない子どもはかなりの数に上る（文部
科学省，2012a）」ことが示されている．それに伴い，平均値として見た子どもの身体活動量
は，一時期に比べ激減していることが報告されている．子どもの歩数の長期的な変化につい






ることが指摘されている（Nishijima, T., Kokudo, S. and Ohsawa, S., 2003）．中強度以上の身体
活動を週 2 回以上実施している子どもの国際比較では，オーストラリアやドイツで 7～8 割


































































長育の代表的な測定値である身長は，出生時に約 50cm であり，満 1 歳で約 1.5 倍に，満
5 歳で 2 倍となる．その後，男子で 15 歳頃，女子で 14 歳頃に 3 倍に達する．量育の代表的
な測定値である体重は，出生時に約 3kg であり，その後満 1 歳で約 3 倍に，満 5 歳で 5 倍
となる．これらの変化に関連して，体型（プロポーション）の変化が見られ，新生児では 4












制御することで発育していく（Ganong, W. F., 2008）．骨強度は骨量（骨密度）及び骨質によ
って規定され，20 歳前後でピークを迎えると言われており，幼少年期には比較的軟骨成分
が多いため力学的応力に対する強度が低く，若木骨折や骨端骨折など子ども特有の傷害を
呈することで知られる（Pfeiffer, R. P., and Mangus B. C., 2000）．同時に，骨に対する力学的
応力は骨強度を増加させる刺激となるため，高齢期の骨粗鬆症や転倒による骨折を回避す
るには，幼少年期からの適切な時間・頻度・強度による身体活動が有効であることが示唆さ
れている（Baechle, T. R., and Earle, R. W., 2010）． 
ビタミンやカルシウム等の栄養摂取が，骨の発育や骨強度の改善に有効であることは広
く知られている（Lehtonen-Veromaa, M.K., Mottonen, T.T., Nuotio, I.O., Irjala, K.M., Leino, A.E., 
and Viikari, J.S., 2002）．しかし一方で，骨の発育や骨強度の改善に適した身体活動量等につ
いての科学的根拠は少ない（Dook, J. E., James, C., Henderson, N. K., and Price, R. I., 1997；
Suominen, H., 2006）．Gunter, K., Baxter-Jones, A. D., Mirwald, R. L., Almstedt, H., Fuchs, R. K., 





ことが指摘されている（Clark, E. M., Ness, A. R., and Tobias, J. H., 2008）． 
筋組織は，内部に筋原線維の束を持つ筋線維（筋細胞）の集合体であり，随意筋である骨
格筋（横紋筋）や不随意筋である内臓筋（平滑筋）及び心筋に分けられる（Richard, L. L., 







とが示されている（Fukunaga, T., Funato, K., and Ikegawa, S., 1992）．Eliakim, A., Scheett, T., 







られている（Baechle, T. R., and Earle, R. W., 2010）．また，近年では骨や筋肉などの運動器に
疾患の恐れがある子どもの増加が懸念されており，林・柴田（2011）によれば，①片脚立位
の保持，②上肢の挙上動作，③しゃがみ込み（スクワット）動作，④立位体前屈動作といっ




























かにされている（Armstrong, N., Balding, J., Gentle, P., Williams, J., and Kirby, B., 1990；Atomi, 
Y., Iwaoka, K., Hatta, H., Miyashita, M., and Yamamoto, Y., 1986；Cunningham, D. A., Telford, P., 






い（生後 6 ヶ月で 120～140 回/分，6 歳で 85～95 回/分，成人で 70～80 回/分）．加齢に伴い
心拍数は減少し，それに関連して血圧も低下する（新生児で 60mmHg（最高血圧）/40mmHg





ていることが指摘されている（岡田，2008）．現在，子どもの 5 人に 1 人が小児生活習慣病
の予備軍にあたると見られており（東京都予防医学協会，2016），これは症状や病変の進行
度等によって次の 3 タイプに分けられている（大国，1989）．1 つ目は，糖尿病や消化性潰
瘍のような症状が既に顕在化しているものであり，2 型糖尿病の発生頻度は 1980 年代に比























































































































率化されていく．これを神経可塑性と呼ぶ（Moller, A. R., 2009）． 
神経の可塑的変化を生じさせる要素の 1 つとして，身体運動の経験や反復による感覚受
容器からの求心性入力（フィードバック刺激）がある．Kawato, M.（1999），Imamizu, H., 



























出典：厚生労働省（2012）平成 22 年度乳幼児身体発育調査報告書．P.21 より引用（一部改変）． 
 
幼児の基本動作の質的評価を行った中村ほか（2011）の報告によれば，2007 年時の 5 歳
児及び 4 歳児は 1985 年時の 3 歳児と同様かそれ以下の動作発達水準に，2007 年時の小学













Assessment Battery for Children（M-ABC）が開発された．このテストを用いて調査を行った




一方，「子どもの不器用さは成長とともに改善しない（Losse, A., Henderson, S. E., Elliman, 





































とともに語彙数の増加や構文の発達が見られ，1 歳～1 歳半頃は 1 語発話が，1 歳半～2 歳














れる（van Praag, H., Kempermann, G., and Gage, F. H., 1999；van Praag, H., Christie, B. R., 
Sejnowski, T. J., and Gage, F. H., 1999）ことや，記憶力の向上（Radak, Z., Toldy, A., Szabo, Z., 
Siamilis, S., Nyakas, C., Silye, G., Jakus, J., and Goto, S., 2006）が見られることが明らかにされ
ている．またヒト成人においても，身体活動がアルツハイマー病等の認知機能障害の予防に
有効であることが報告されている（Friedland, R. P., Fritsch, T., Smyth, K. A., Koss E., Lerner A. 
J., Chen C. H., Petot G. J., and Debanne S. M., 2001）．一方，子どもを対象とした知見は乏しい
が，運動実施や体力水準が学力テストの成績に関係する（Field, T., Diego, M., and Sanders, C. 
E., 2001；Coe, D. P., Pivarnik, J. M., Womack, C. J., Reeves, M. J., and Malina, R. M., 2006；Castelli, 
D. M., Hillman, C., Buck, S. M., and Erwin, H. E., 2007；Hillman, C. H., Pontifex, M. B., Raine, L. 


















































は否定的な心理的要因を生じさせることが指摘されている（Duda, J. L., and Balaguer, I., 2007；
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し，現在子どもの 5 人に 1 人は情緒や行動の障害，摂食障害を含むなんらかの心の健康に
関する問題を抱えていることが示されている．また北海道大学の調査によると，うつ病のリ






いる（Cotman, C. W., and Berchtold, N. C., 2002；Friedland, R. P. et al., 2001；Lange-Asschenfeldt 
C, and Kojda G., 2008）．その生理学的機序については，運動中の脳血流及び酸素供給の増加























































































1999 文部省 新体力テスト 実施開始







2005 日本体育協会 ジュニアスポーツ指導員 資格認定事業開始
日本体育協会 幼少年期に身につけておくべき基礎的動きに関する研究プロジェクト（～2007年）
日本幼児体育学会 幼児体育指導員 資格認定事業開始




















2013 日本発育発達学会 幼児期運動指針実践ガイド 刊行
厚生労働省 健康づくりのための身体活動基準2013 発表
2014 日本学術会議 健やかな次世代育成に関する提言 (提言)
内閣府 幼保連携型認定こども園教育・保育要領　告示




























































る国際会議」では，1 日 30 分の身体活動が適当とされ，20 分の中等度から高強度の運動










示している．カナダでは例外的に 1 日 90 分の身体活動を推奨している（Canada’s Physical 
Activity Guide to Healthy Active Living, 2002）が，ほとんどの子どもの身体活動レベルが推
奨値に合致していないことが指摘されている（Janssen, I., 2007）．また，WHO（2010）で
も「小児は健康的な発達のため，毎日合計 60 分以上の中等度～高強度身体活動を行うべ







成 16）年から 3 年間に渡り「子どもの体力向上実践事業」が実施された．この研究プロジ
ェクトでは，全国 42 市町村の児童（6 歳～11 歳）を対象として縦断的な介入が行われ，そ
の調査結果において体力低下の低年齢化が認められた．2007（平成 19）年度より，上記事
業の延長として「体力向上の基礎を培うための幼児期における実践活動の在り方に関する







Guidelines for school and community programs to promote











ニュージーランド Sport & Recreation New Zealand 活動ガイドライン：5～18歳
2007 シンガポール 健康促進会議 子どもや若者ののための食事ガイドライン
2008 アメリカ 保健社会福祉省 2008年度身体活動についてのガイドライン















































る」といった基本的事項が示された．また，それに付随して「0 歳から 5 歳頃までの幼児に
おいては，基礎的な運動制御能力の発達を促進するような全身的運動を含む短時間の運動
遊びなどを毎日数回行う」「5 歳以上の子どもにおいては，骨や筋肉を強化する運動を含む





















































































































































































































































教育」について「幼児の主体的な活動が確保されるよう，幼児 1 人 1 人の行動の理解と予想








































































































































































































































本研究のテーマと関連する文献は，オンラインデータベース CiNii Article 及び Google 
Scholar，J-STAGE を用いて検索によって収集した．検索語ついては，[幼児]AND[運動遊び
プログラム OR 運動プログラム OR 運動遊び]または[運動能力]または[体力]を用いた．言語





められる満 1 歳以上就学前の者と同義であり，本研究では特に 3 歳から 6 歳児を対象とし
た．また，年少・年中・年長といった記述のみで明確な年齢（または月齢）が記載されてい















効果量の算出については，Looney, M. A., Feltz, C. J., and VanVleet, C. N.（1994），Roberts, B. 












本研究で行った統計分析は井上・山田（2012）を参考に，Microsoft Office Excel 2013 及び

















ものが多いが，その全てについて ES を算出し，それらを単純平均したものを各研究の ES







データの統合に適している（井上・山田，2012）．従って，上述の計算で得られた 20 個の ES
については「変量効果モデル」によって統合した．変量効果モデルによって統合された平均
効果量に関しては，各研究の ES と区別するため，MES（Mean of Effect Size）と表記した．
MES については Q 統計量及び I2を用いて等質性の検定を行った． 
 
発表バイアスについて 






に検討するためには，各研究の ES と分散との順位相関係数を求める Begg, C. B., and 
Mazumdar, M. (1994）の方法があり，有意な相関が見られた場合，漏斗プロットが非対称で






図 3-2 に x 軸に各研究の ES，y 軸に標準誤差の逆数（1/ES）をとった漏斗プロットを示
す．漏斗プロットの左右対称性を評価するため，Kendall の順位相関係数 τ を用いた Begg, C. 
B., and Mazumdar, M. (1994）の方法によって分析を行ったところ，相関係数 τ=0.094，p>0.05
となり，帰無仮説が採択されたため，発表バイアスは認められなかった．また表 3-1，研究





表 3-2 には，各研究の ES 及び 95%信頼区間を示したフォレストプロットを示す．変量効
果モデルを用いて介入群のデータを統合したところ，MES=0.510 という数値が得られ，検
定統計量が 6.615 と棄却域に入ったため有意と判定された．また，Q 統計量を用いた等質性
の検定によって研究間の効果量のバラツキを評価したところ，Q=29.990 であった．Q は自
由度のカイ2乗分布に従うため，本研究における有意水準5%の棄却域はχ2=16.919となる．
そのため本研究で得られた Q は棄却域に入り，研究間の MES における有意な異質性が認め
られた．しかし，この Q 統計量は Borenstein, M., Hedges, L. V., Higgins, J. P. T., and Rothstein, 
H. R. (2009）によって，研究数が多いほど値が大きくなる傾向が見られ，検出力に問題があ
るという指摘がなされている．そのため，この問題に対して Higgins, J. P. T., Thompson, S. G., 
67 
 


















































































































































































































































































































































































































































































































































期間は 1 ヶ月が目安となるという石河ほか（1977）の報告を基に，1 ヶ月を境として研究を
2 群に分け，分析を行った．その結果，実施期間が 1 ヶ月以内であった研究の MES=0.545，
2 ヶ月以上であったの研究の MES=0.524，研究間分散=0.020 となり，棄却域 3.841 に満たな
いため，研究間のバラツキを説明するには至らなかった． 
次に，年代を基にした分散分析的アプローチでは，子どもの体力向上に関連した施策が活
発化し始めた 2000（平成 12）年を境として研究を 2 群（以後便宜的に，前期：2000 年以前
に発表された研究，後期：2000 年以降に発表された研究，と略す）に分け，分析を行った．
その結果，前期の MES=0.588，後期の MES=0.473，研究間分散=0.634 となり，棄却域 3.841
に満たないため，こちらも研究間のバラツキを説明するには至らなかった． 
また，介入群と統制群の MES を比較した結果では，介入群の MES=0.510 であったのに対
し，統制群の MES=0.366 であり，研究間分散=2.087 と棄却域に満たなかったため，介入群








を算出したところ，0.510 という結果が得られた．Choen, J.（1988）の基準によれば，0.2 で
小さい効果量，0.5 で中程度の効果量，0.8 で大きい効果量とされており，この MES の大き
さは中程度であったと言える．しかし，介入群の MES については介入の前後で得られた測
定値から算出されているため，発達による影響は除外されていない．そこで，統制群が設定
されている 10 編の研究の MES を算出したところ 0.366 という数値が得られた．従って，介
入群と統制群における MES の差を考慮すると，運動プログラムによる真の介入効果は 0.1

























































































1. 運動プログラムによる介入群の MES は 0.510 であり，I2 は 36.6％で小～中程度の異
質性が確認された．しかし，実施期間別・発表年代別に比較した分析によって異質性
を説明することはできなかった． 




























































































調査協力者は，兵庫県内にある私立保育所の 5 歳児クラス 22 名（男子 10 名，女子 12 名）






























測定は 25 メートル走，立ち幅跳び，ボール投げの 3 種目を行い，同時に幼児の試技の様子
をビデオカメラにて撮影した． 
測定の結果はいずれも上記の方法に則って 5 段階評価し，2 つの測定結果が 3 点以上の被
験者を男子運動能力上位群（以下，MH 群．n=6），女子運動能力上位群（以下，FH 群．n=5），
3 点未満の被験者を男子運動能力下位群（以下，ML 群．n=4），女子運動能力下位群（以下，
FL 群．n=7）とした．なお，文中で運動能力上位群とした場合には MH 群及び FH 群を，運
動能力下位群とした場合には ML 群及び FL 群を指す．研究②-1 で調査対象とした幼児の運























上記の研究は，平衡系・操作系・移動系といった動作の機能性に着眼した Gallahue, D. L.
（1999）による分類の影響が大きく見て取れる．幼児期運動指針（文部科学省，2012c）に
おいても「体のバランスをとる動き」「体を移動する動き」「用具などを操作する動き」など













これらの点に関して，Fitts, P. M., and Posner, M. I.（1967）と Gentile, A.（1987）は興味深






















また Gentile, A.（1987）は，Fitts, P. M., and Posner, M. I.（1967）の分類に操作対象物の有
無を加えたより多元的な運動スキルの分類を試みており，これを用いることで Gallahue, D. 
L.（1999）の示した平衡系・操作系・移動系動作からなる分類に，複合系動作（運動組み合
わせ）を加えて分析を行うことが可能であると考えた．そこで研究②-1 では，細川（2014）
と Fitts, P. M., and Posner, M. I.（1967），Gentile, A.（1987）の研究を参考に，自由遊び中に
見られる基本動作を表 4-3 のように分類した．基本動作のカテゴリは Type1-A から Type4-B













定し，動作を Type1～4 に分類した．この際の留意点として，第一に，Walking や Running と






ではこれらの一連の動作パターンを 1 つの基本動作（この場合は Sitting）であると捉えた．




（他者，モノ）の 3 つが考えられる．本研究では，行為者である幼児の動作に関わる 3 つの
外的環境が全て静止している場合をクローズドスキル，3 つの内 1 つ以上が移動している，






























た分析を行った．得られたデータは，1 回の調査における 1 人あたりの平均±標準偏差で示























2166.3±641.3 歩で，群毎で見た場合は数値の高かった順に，MH 群で 2647.3±677.5 歩，FH 群
で 2374.6±893.4 歩，ML 群で 1969.3±557.1 歩， FL 群で 1674.2±437.3 歩であった．交互作用
が確認されなかったことに加え，いずれの群間においても有意差が見られたことから，女子
よりも男子で，運動能力下位群よりも上位群で身体活動量が高かったと言える（F3,63=14.37，










424.9±164.0 回で，群毎で見た場合は数値の高かった順に，MH 群で 477.7± 163.6 回，FH 群
で 419.9±133.6 回，ML 群で 358.5±111.0 回，FL 群で 338.7±95.7 回であった．交互作用が確















（F3,63=9.58，p<0.05）．同性群間で動作回数を比較すると，MH 群と ML 群では 25.0％，FH






動作回数の内訳は別途表 4-5 に示し，基本動作分類表（表 4-3）を縦軸（動作の機能別）





表 4-5 を見てみると，特に ML 群及び FL 群で Type-2-A（操作系クローズドスキル）が高
















実測値 50.6 ± 11.9 8.6 ± 2.9 34.4 ± 11.2 42.5 ± 14.8 82.2 ± 32.7 106.5 ± 22.8 63.1 ± 19.9 89.8 ± 32.7 477.7
% 10.6 ± 2.5% 1.8 ± 0.6% 7.2 ± 2.3% 8.9 ± 3.1% 17.2 ± 6.8% 22.3 ± 4.8% 13.2 ± 5.5% 18.8 ± 8.7% 100%
実測値 58.1 ± 18.2 5.0 ± 1.7 60.2 ± 15.4 38.7 ± 15.4 78.5 ± 20.0 61.3 ± 22.0 29.0 ± 10.9 27.6 ± 5.0 358.5
% 16.2 ± 5.1% 1.4 ± 0.5% 16.8 ± 4.3% 10.8 ± 4.3% 21.9 ± 5.6% 17.1 ± 6.1% 8.1 ± 3.0% 7.7 ± 1.4% 100%
実測値 59.6 ± 24.5 3.4 ± 0.9 48.3 ± 13.0 42.8 ± 15.7 82.7 ± 32.0 89.0 ± 26.2 41.6 ± 13.3 52.5 ± 11.6 419.9
% 14.2 ± 5.8% 0.8 ± 0.2% 11.5 ± 3.1% 10.2 ± 3.7% 19.7 ± 7.6% 21.2 ± 6.2% 9.9 ± 3.2% 12.5 ± 2.8% 100%
実測値 59.3 ± 15.6 1.4 ± 0.4 74.8 ± 18.5 48.4 ± 13.8 72.8 ± 24.3 46.1 ± 11.6 20.7 ± 6.2 15.2 ± 4.1 338.7









見られなかったのに対し，操作系動作では ML 群及び FL 群が高値を示し，移動系動作・複
合系動作では MH 群及び FH 群が高値を示した．また図 4-5 では，クローズドスキルの値に
違いが見られなかったものの，オープンスキルの値には顕著な差が見られた．従って，MH
群及び FH 群では移動系動作や複合系動作の割合が高く，オープンスキルの比率が大きかっ


























見た場合は 20.7±2.8 種で，群毎で見た場合は数値の高かった順に，MH 群で 22.7±3.4 種，
FH 群で 19.6±4.2 種，FL 群で 19.1±2.7 種，ML 群で 18.3±4.8 種であった．動作種類数につい
















































高かった者で 3,000 歩以上を記録したのに対し，最も低かった者では 1,000 歩以下で，平均





次に，動作回数の分析では，歩数と同様に MH 群，FH 群，ML 群，FL 群の順に高値を示
し，女子よりも男子で，運動能力下位群よりも上位群で有意に高かった（F3,63=9.58，p<0.05）．























































































 調査協力施設は兵庫県内の私立幼稚園 5 歳児クラス 25 名（男子 12 名，女子 13 名）であ












調査期間は 2013（平成 25）年 7 月～2 月の 8 ヶ月間とし，計 8 回の調査を行った．体育







男子 12 112 ± 2.4 20 ± 2.1 71.4 ± 3.3































タを用いた．また，研究②-2 における調査 1 回あたりの分析対象時間は 45 分であるが，研


















体育遊び中における歩数は，2202.5±120.3 歩であった．自由遊び中では 1949.7±582.4 歩で
あり，体育遊び中の歩数が 250 歩程度上回り，有意に高値を示した（p<0.05，t=2.75）（図 4-
8）．また，自由遊びでは標準偏差が 500 歩台であったのに対し，体育遊びにおいては標準偏







体育遊び中における動作回数は，472.5±84.9 回であった．自由遊び中では 382.4±147.6 回
であり，体育遊び中の動作回数が 100 回程度上回り，有意に高値を示した （p<0.05，t=2.60）




















作系動作 100.1±30.7 回（21.0％），移動系動作 227.3±45.3 回（48.1％），複合系動作 89.0±43.5
回（17.9％）で，移動系・操作系・複合系・平衡系の順に高値を示した．プログラム毎の動
作回数における標準偏差（被験者内標準偏差）は 84.9 回であったが，１回のプラグラムに





















① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 平均
複合系 70.1 46.7 133.2 108.2 25.7 73.6 99.6 155.3 89.0
移動系 214.8 159.5 238.7 236.2 170.1 234.6 283.0 281.8 227.3
操作系 121.4 120.6 122.1 93.5 35.3 78.2 120.5 109.3 100.1



















体育遊び中における動作種類数は，20.8±1.1 回であった．自由遊び中では 18.6±2.5 種であ
り，体育遊び中動作種類数が有意に高値を示した（p<0.01，t=3.01）（図 4-12）． 
 




































































比べて 250 歩程度高い値であった．東京都教育委員会の提唱する子どもの 1 日の最低目標

































と比べて 100 回程度高い値であった．図 4-9 を見れば分かる通り，体育遊びと自由遊びでは
歩数と同様にバラツキの度合が明らかに異なっている．自由遊びにおける動作回数の最大
値は 600 回を超えていたが，体育遊びの最大値はそれには及んでいない．しかし，自由遊び
における最小値は 300 回を下回っていたものの，体育遊びでは 400 回を上回っており，全
体的に見ると動作回数は高い水準であったと考えられる． 
また，プログラム毎の 1 人あたりの幼児における標準偏差（被験者内標準偏差）は 84.9 回
であったものの，1 回のプログラムにおける幼児間の標準偏差（被験者間標準偏差）は 24.4
であった．よって，プログラム毎の動作回数には若干偏りが見られるものの，プログラム 1
回あたりの個人差は小さいと考えられた（図 4-10）．  

































































































































































 対象者は兵庫県にある私立保育所に在籍する 5 歳児（年長）クラスの 15 名（男子 8 名，








て指導・実践した（10～15 分/回，2～3 回/週程度）．本実践期間においては，前半の 1 ヶ月
（以下，前半と略す）及び後半の 1 ヶ月（以下，後半と略す）で，それぞれ内容の異なるラ






































①イン…片脚立位状態時に支持脚の内踝方向へ跳躍し，同側の足で着地する動作（図 5-4 上） 






た場合，表 5-1 の①～③に示す 3 種類（①イン-イン，②アウト-アウト，③イン-アウト）の
ステップとなる（図 5-5）．今回は，これらの種目を基本ステップとし，基礎的な動きである
イン・アウトととの混同を避けるために①を in-in，②を out-out，③は左右非対称の動きで
あるためそれぞれを区別し in-out 及び out-in と表記した（表 5-2）． 
また，イン・アウトのどちらかまたは両方を，片脚につき 1～2 回組み合わせることで，














① イン - イン
② アウト - アウト
③ イン - アウト
④ イン+イン - イン+イン
⑤ アウト+アウト - アウト+アウト
⑥ イン+イン - アウト+アウト
⑦ イン+アウト - イン+アウト
⑧ アウト+イン - アウト＋イン
⑨ イン+イン - イン+アウト
⑩ イン+イン - アウト+イン
⑪ アウト+アウト - イン+アウト
⑫ アウト+アウト - アウト+イン
⑬ イン+アウト - アウト+イン
⑭ イン - イン+イン
⑮ イン - アウト+アウト
⑯ イン - イン+アウト
⑰ イン - アウト+イン
⑱ アウト - イン+イン
⑲ アウト - アウト+アウト
⑳ アウト - イン+アウト








① イン イン ➡ in-in
② アウト アウト ➡ out-out
③－１ イン アウト ➡ in-out



























1 点：1，2 回ミスをするが，ステップを完了できる． 




間の判定は S-I 法注 13）によって信頼性を確保した． 
なお，後半に関しては，各自のペースで応用ステップを実施したため，幼児の自己申告し
た種目についてテストし，3 点に達した段階で動作の習得と見なした．特に，動作が左右非








事前実践期間の開始時から 1 ヶ月毎に行い，本実践期間の終了時を含め計 4 回実施した． 
 
第三項 統計解析 
各週の成就度判定テストで得られた 0～3 点の比率を「成就率」とし，幼児 1 人あたりの
得点について平均±標準偏差で示した値を「成就度得点」とした．成就度得点の前後比較に
ついては対応のある t 検定を実施し，男女別・月齢別の比較については対応のない t 検定を





ては Cohen’s d を利用した． 
d=（事後の平均値-事前の平均値）/事前の標準偏差 



















も 1 週目から 5 週目にかけて成績の向上傾向が見られ，4 種目全てで得点の有意な増加が認






1 週目から 5 週目にかけての成就率について図 5-8 に示す．in-in，out-out では 0・1・2 点
N(人) 4~9月生(人) 10~3月生(人)
男児 8 111.0 ± 6.5 19.3 ± 3.3 70.6 ± 4.0 4 4
女児 7 108.3 ± 3.2 17.2 ± 1.6 69.4 ± 2.1 4 3





















の割合が減少し，3 点の割合が増加する傾向が見られた．一方，in-out，out-in では 0・1 点
の割合が減少し，2・3 点の割合が増加する傾向が見られ，種目によって成就率の変動傾向
















月齢別に見た場合，4～9 月生まれ児は 10～3 月生まれ児に比べ 1 週目時点での out-out 及






































相関係数の値が低下したものの，1 週目と同様に in-in・out-out 間（r=0.752，p<0.01），in-out・






応用ステップにおける習得状況の推移を図 5-11 に示す．習得されたステップは 6 週目か
ら 10 週目にかけて有意に増加し，最終的には最大で 21 個，最低でも 10 個のステップが習






in-in out-out in-out out-in
in-in 0.752** 0.412 0.091
out-out 0.869** 0.345 0.443
in-out 0.663** 0.703** 0.577*






























内訳を見た場合，男子が女子に比べ，4～9 月生まれ児が 10～3 月生まれ児に比べ高値を示
す傾向が見られたが，各回の測定において有意差は認められなかった．本実践期間を通じて
の ES は 0.56 を示し，その内前半では 0.21，後半では 0.39 を示した．なお，事前実践期間







内訳を見た場合，男子が女子に比べ，4～9 月生まれ児が 10～3 月生まれ児に比べ高値を示
す傾向があったが，各回の測定において有意差は認められなかった．本実践期間を通じての
ES は 0.71 を示し，その内前半では 0.31，後半では 0.44 を示した．なお，事前実践期間の ES















































































ところが，基本ステップの成就度得点について見てみると， 1 週目から 5 週目にかけて
全ての種目で有意な成績の向上が認められた．また成就率について見てみると，1 週目時点
では成就度判定テストで 0 点と判定された幼児の割合が 60％以上の種目もあったが，4 週



















































しておくことが重要である．成就度得点の種目間相関係数を見てみると，1 週目及び 5 週目
時点のいずれにおいても in-in 及び out-out，in-out 及び out-in の間に強い相関が認められた．
また，in-in 及び out-out は 1～3 週目にかけて成績の向上が見られたのに対し，in-out 及び

















































なお，本実践期間を通じての ES はジグザグ走で 0.56（その内前半では 0.21，後半では
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ては 30cm に設定したが，4 本のラインを使用した場合には，in-out や out-in のように端か
ら端への移動がある種目については 1m 以上の跳躍が必要になるため，幼児にとっては若干
距離が長いように思われた．従って，1 本 1 本の距離を 20cm 程度に縮めるか，ラインの本
数を減らすなどの工夫が必要であると感じた． 

























場において 5 歳児を対象に実践を行った．その結果，以下の知見を得た． 
1. 本実践期間（前半）を通して，基本ステップの成就度得点が全ての種目で有意に向上
し，最終的には 80％以上の幼児が 2 点以上を獲得するようになった． 
2. 成就度得点を男女別に見た場合，有意差は認められなかったものの，男子は女子に比
べ高値を示す傾向が見られた．また月齢別に見た場合も同様に，有意差は認められな
かったものの，4～9 月生まれ児は 10～3 月生まれ児に比べ高値を示す傾向が見られ
た． 




5. 本実践期間を通じての ESはジグザグ走で 0.56（その内前半では 0.21，後半では 0.39），



































































最終的には 80％以上の幼児が 2 点以上を獲得するようになった． 
6. 成就度得点を男女別に見た場合，有意差は認められなかったものの，男子は女子に比べ
高値を示す傾向が見られた．また月齢別に見た場合も同様に，有意差は認められなかっ
たものの，4～9 月生まれ児は 10～3 月生まれ児に比べ高値を示す傾向が見られた． 






9. 本実践期間を通じての ES はジグザグ走で 0.56（その内前半では 0.21，後半では 0.39），










































































































































































































































①ウォーク（3～5 歳児），②ラン（3～5 歳児），③ジグザグジャンプ（4～5 歳児），④グ
ーパー（4～5 歳児），⑤ケンパ（4～5 歳児），⑥ツイスト（5 歳児），⑦スキップ（5 歳児），































み合わせることで 21 種類のステップが作成できる．表 5-1 では難易度の低い方から高い方
へと順番に配列しており，番号順に実施することで効率的な動作の習得が期待される．実施
























両側性 両側とも同様の水準でステップが行えるようにする 両側ともに同様の水準でステップを習得した後、異なるステップを行うことが望ましい バランス 連結
上肢の運動を組み合わせる 自ら手拍子などを行うことでリズムとの組み合わせにもなる リズム 連結
ボール操作（キャッチ・スロー）を組み合わせる ある程度のボール操作スキルが必要である 連結 識別
縄跳びを組み合わせる ある程度の縄跳びスキルが必要である 連結 識別
スイッチ（複数のステップを連結させること）に挑戦する 簡単なステップの連結からより複雑なステップの連結へと移行するのが望ましい 変換 連結
ラインの幅を調整する 個々の幼児に適したラインの幅であること バランス 定位
ライン間の距離を調整する 個々の幼児に適したライン間の距離であること バランス 定位
曲線などを利用し、ラインの形状を変化させる 連結 定位
ラインの色や本数を調整する 連結 定位
























































































































































だ動きを規定する physical resource である」と定義しており，「調整力が performance ではな
く体力の一要素であり，調整力の良否は人間の動きに反映されるので，心理的な要素も調整
力に含まれること」を示している（栗本ら，1981）． 









































旧体力テストは 1964 年（昭和 39 年）から実施され，50m 走・走り幅跳び・ハンドボール
投げ（10・11 歳はソフトボール投げ）・懸垂腕屈伸（10・11 歳および女子は斜懸垂腕屈伸）・



























② 合図係りは，スタートラインの 3～5m 斜前方に立ち「ヨーイ・ドン」の合図と同時に
小旗を下から上にあげてスタートさせる． 
③ テープを 30ｍのゴールラインの場所に張り，そこを目標に全力疾走させる． 










































図 8-4．MKS 幼児運動能力検査の判定基準表（上段：男児，下段：女児） 
出典：森司朗・杉原隆・吉田伊津美・筒井清次郎・鈴木康弘・中本浩揮（2011）幼児の運動能力






ている．一般的な診断基準によると，ウエスト周囲径が男性で 85cm，女性で 90cm 以上の
対象が ①血清脂質異常（トリグリセリド値 150mg/dL 以上，または HDL コレステロール値
40mg/dL 未満） ②血圧高値（最高血圧 130mmHg 以上，または最低血圧 85mmHg 以上） ③

















研究②-1，②-2 ともに 5 歳児クラスを対象とした主な理由としては下記の 2 点である．第
一に，幼児期は基本動作の洗練化・多様化が生じる時期であり，第一章で示したように動作
バリエーションの様々な分化が見られる．これは遊びの発達に伴う集団の規模の増加や内










 中村ほか（2011）は，疾走・跳躍・投球・捕球・まりつき・前転・平均台移動の 7 動作に
ついて，質的水準を観察によって評価するため Pattern1～5 までの 5 段階で示している．本
研究では MKS 運動能力検査で用いた 25m 走・立ち幅跳び・ボール投げに対応した疾走・跳











































① 図 8-8 のように旗門を設定する（幼児の場合は 3 旗門）． 
② スタートラインの後方から合図によってスタートし，矢印の方向にジグザグに走る． 
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